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アルブレッド・マーシャルの救貧法改革論

一一新救貧法と慈善組織協会との関連で一一

1.問題の所在

2.新救貧法と慈善組織協会

3.マーシャルの現状認識と批判

4.マーシャノレの提案と具体策

5.結び

1 .問題の所在

アルブレッド・マーシャルは様々な形で政府

調査に貢献した九その場の一つが「王立労働委

員会J(Royal Commission on Labour) (1891 

年～94年）である。本稿では，その労働委員会

を構成する一つである「老齢貧民に関する王立

委員会」で活躍した時期のマーシャルの救貧法

改革論を取り挙げる。マーシャルの問題意識の

中に，初期論文や『経済学原理』円以下，『原理』

と略す。）からもわかるように労働者階級の問題

や貧困の問題があったことは周知のことであろ

う3）。この委員会では救貧法のあり方について

議論されている。マーシャルは労働委員会の委

員であった1891年から1894年の聞に二つの論文

を『エコノミック・ジャーナル』誌に寄稿した。

一つは「救貧法と国家補助年金の関係J4）であ

り，もう一つは「救貧法改革J5）である。前者は

その当時の救貧法の運営に対するマーシャルの

基本的な見解を展開し，さらに同法にかかわる

問題点を列挙している。後者は前者に対する慈

善組織協会（CharityOrganization Society 以

下， cosと略す。）のB.ボザンケットの批判を受

けてその批判に答える形で改めてマーシャルの
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見解を提示している。それらに加えて， 1893年

の「老齢貧民に関する王立委員会Jに対してマー

シャルが提出した予備的覚書と同委員会におい

て質問に答えるという形での証言がある九

ここで、はグロネウェーゲンの「老齢貧民に関

する王立委員会Jにおけるマーシャルの評価を

紹介することから始めたい。この労働委員会は

1892年に自由党政府によって設立され，その目

的は老齢貧困問題をどのように取り扱うかを検

討することであった。グロネウェーゲンはマー

シャルの委員会活動を三つの形態に分けてお

り，その一つがこの王立委員会の活動である。

同委員会をはじめ，当時広く議論されるように

なっていた年金に対する賛否の中でマーシャル

を位置づける。

グロネウェーゲンによれば当該委員会設立の

意図は「もっと幅広い国民保険計画の一部とし

ての老齢年金計画に対する提案に由来してお

り，それらの計画は， ドイツにおけるビスマル

クの包括的な社会保障立法やニュージーランド

でのその問題に関する活発な議論にならって時

折表面化していた。」7）この委員会のメンバー

は，年金計画の賛成者であるJ.チェンパレンや

C.ブースと老齢年金に反対のcosのメンバー，

それに加えてマーシャルを含むその他の人々か

らなっていた。 cosが老齢年金に反対したの

は，老齢年金が家族の紳を崩壊させ，また老齢

年金を院外救済という形で与えることは，院内

救済予備軍を形成するに過ぎないとの見方に由

来する。ブースの計画は， 65歳以上の人を対象
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にした普遍的年金制度であり，無拠出性年金で

あった。マーシャルは，ブースの案を概して支

持していたが，課税面で批判的だった。グロネ

ウェーゲンはマーシャルの批判の理由を詳述し

ていないが，ブースの計画する無拠出性年金が

国民全体を対象とし，特に年金を必要としてい

るかどうかにかかわらず富裕者層に対しては非

常に重い課税になるが，彼らの納税額は受取額

よりも少なくなるという意味での超過負担にな

るためであろう 8）。そもそもマーシャルがこの

ように理解したのは，ブースの計画が受給者の

区別なく，誰に対しても一律の対応がなされる

ことを危倶したからである。

この委員会では， cosの働きかけも一因と

なってブースの計画は圧倒的に不利な立場に立

たされていた。グロネウェーゲンは，このcos
とブースの関係を踏まえ，マーシャルが同委員

会と時を同じくして『エコノミック・ジャーナ

ノレ』誌に寄せた最初の論文をマーシャルによる

ブース案とcosの立場の「妥協的解決」，あるい

はcosとの妥協的な提案によってブース案を

救援する試みと見ている。妥協的解決とするの

は，マーシャルが上述の『エコノミック・ジャー

ナル』誌に寄稿した 2論文において， 65歳以上

の人々に院外救済の形態で年金を受げるための

適性を調査することを提案しており，「ブースの

計画の普遍性を排除している。従ってマーシャ

ルが前の12月に表明した超過負担に対する反対

論も排除しているJ9）一方で， cosが反対する院

外救済を認めているからである 10)0 

こうして彼はマーシャルの上述の論文から，

マーシャルの主張を「妥協的解決Jを図ること

でブース案を救援する試みと評価している。な

るほど形式的にはマーシャルの提案はグロネ

ウェーゲンが示唆するようにブースの提案する

年金計画の普遍性を除外し，他方cosの反対す

る院外救済を利用するので，両者の意見を妥協

させることによってブース案を援護している。

そうだとすれば，マーシャルを「妥協的解決」

へと導いた彼自身の論理はどのようなものであ

るかが問題にされるべきであろう。証言の官頭

においてマーシャルは言う。「私は，ここ25年の

間，貧困の問題に一身を捧げているし，その問

題に関係がないいかなる研究に対しても，私の

仕事はほとんどわずかも向けられていないと

言ってよいだろうoJ11）このようにマーシャルは

熱心に貧困問題に取り組んでいることを表明し

た。

本稿の目的は，確かにブース案とcosの立場

を妥協させることでブース案を援護するように

見えるマーシャルの提案は，どのような内容お

よび論理によって裏付けられているのかを考察

し，さらに，そのことを通じてマーシャルの救

貧法改革論の特質を明らかにすることにある。

1880年代に入り，失業は単に本人の怠惰ある

いは努力不足によって起こるものであるという

通念から，工場閉鎖による一時的失業の増加と

いった社会的な構造上の問題にもその原因があ

ると認識されるようになった。こうした背景に

も配慮して，上述のマーシャルの諸論文および

この委員会に対する覚書と証言をもとにマー

シャルの貧民救済に対する思想を考察したい。

そこで第2節では，マーシャルが上述のよう

に貧困問題について主張した「老齢貧民に関す

る王立委員会」が発足するにいたった背景を知

る必要があるので，新救貧法とその当時代表的

な慈善団体であったcosについてそれらがど

のようなものであったのかを概観する。続いて，

第3節では第2節の概略を踏まえて，マーシャ

ルが現行の救済をどう評価したかについて考察

し，第4節ではその評価にもとづいてマーシャ

ルが行った具体的な提案について検討する。最
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後に結びとしてマーシャルの提案から読み取れ

る救済法改革論の特質を明らかにする。

2.新救貧法と慈善組織協会問

1834年に新救貧法が施行された。その後救貧

法行政委員会（thePoor Law Commissioners) 

は，地方当局として教区連合を作り，その行政

を担当する救貧委員会（Boardsof Guardians) 

を設置した。この救貧行政委員会は， 1847年に

は政府組織の一部として救貧法庁（the Poor 

Law Board）となり， 1871年には地方自治庁

( the Local Government Board）の一角とな

る救貧法行政部（thePoor Law Division）と

いう官僚行政機構へと改変される。救貧委員会

は二つの責任を担っていた。一つはワークハウ

ス等の救貧施設を調査および運営することであ

り，もう一つは救済申請者を審査および決定す

ることである。救貧委員会は，通常，救済委員

会（ReliefCommittee）とワークハウス視察委

員会（VisitingCommittee）を組織し，それぞ

れの仕事の監督を行った1幻。救貧委員会は，申請

者の処遇に関して，救済を受ける貧困者が貧困

ではあっても自立している者よりも良い扱いを

受けてはならないという劣等処遇の原理に沿っ

て厳格に救済を行う姿勢を見せる一方，不完全

な調査によって安易かつ金額も不適切な院外救

済を行っていた。

1834年報告の勧告は，ワークハウスでは教区

連合下で複数のワークハウスが存在するので，

申請者を「少なくとも，四つの階層－→1）老人

及び虚弱廃疾者，（2）児童，（3）婦人の労働能力者，

(4）男の労働能力者」叫に分類して収容し，それぞ

れに必要な処遇を行うと明記している。しかし

これは実行されず，結局は一般混合型ワークハ

ウスとなってしまった。そのため，申請者を「＠

老齢ないし身体虚弱の男子，⑤労働能力ある男

子および十三歳以上の少年，①七歳以上十三歳

未満の少年，③老齢ないし身体虚弱の女子，③

労働能力のある女子および十六歳以上の少女，

⑦七歳以上十六歳未満の少女，③七歳未満の児

童J15）に 7分類したものの，実際には，労働能力

者，児童，病人，老齢者などの区別に即した適

切な処遇がなされることは希であった。従って，

一般混合型としてのワークハウスは申請者の更

正を促すという視点が欠落し，心身ともに退廃

を再生産する施設となっていた。また，時代が

進むにつれて，労働不能者に対する救済方法の

改善は，児童，病人，老齢者の順で行われたが，

結局は劣等処遇の原理に縛られると同時に，制

度のつぎはぎや行政機関内での役割の重複を生

み出して，非効率なものになった。

新救貧法について，主に救済を受ける労働者

の立場に目を転ずると，ワークハウスが労働者

にとっては恐怖の対象になっていた。ワークハ

ウスに入居することは，理由の如何をとわず熔

印（stigma）を押されることを意味し，労働者

には失敗に対する罰則と受け取られたからであ

る16）。

さらに， 1860年代に入ると工場の閉鎖といっ

た景気循環による大量の失業が発生し，救貧法

だけでは対処できず，慈善的救済が有益である

という認識が優勢になってきた。すでに様々な

慈善協会は存在していたが，相互に情報交換を

行うことや協力するといったことはほとんどな

しそれぞれ独立した組織体であったため，そ

の分有効性を欠いていた。こうした慈善的救済

を組織化しようとしたのがcosである。 cosは

1869年4月に発足した。その創設理由は「1860-

70年代のロンドンにおける貧困と社会問題のう

ち，とくに，ポーパリズム，乞食および犯罪の

増大と，公私救済制度の失敗一ーとりわけ無組
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織状態と方法上の失敗一一」1川こあった。すなわ

ち，様々な慈善協会が独立して無秩序に救済を

行っていた。それゆえ，被救済者は異なる慈善

協会からそれぞれ救済を受けることもできた。

従ってcosは，慈善協会が安易に救済を与える

ことによって乞食や被救他窮民を増大させるの

で，これを是正すべく設立されたのである。そ

のために，慈善の組織化と救済の統一的な原理

を必要とした。そこでcosは組織化に向けて，

中央評議会（the Council) と地区委員会（Dis-

trict Committees）を設置した。当初の方針の

重点、は，慈善団体間や救貧委員会との情報交換

にあったが，公私救済の重複があり，次第に救

貧法と慈善の役割分担の峻別も含むようになっ

た。また， 1869年のゴウシェン回状（Goschen

Minute）以降，救貧行政はcosの存在意義を認

め，協力関係により互いの役割を明確にした。

cosは救貧法対象者に対しては援助せず，被救

岨窮民の線上にいる人に予防的に援助を行っ

た。その援助は，綿密な調査により「救済を受

ける価値のある人」のうち，一時的救済が永続

的な効果を発揮するだろうという期待をもてる

ものに限って行われた。すなわち， cosの救済

は「救済を受ける価値のある人」のうち，長期

的な救済を行えば自立可能な人を除外するとい

う不十分なものになっていた問。いずれにしろ，

cosは無軌道に行われがちな院外救済に対し

ては，救貧委員会の基本的立場19）と同様反対

だ、った。また， cosの年金に対する態度は，私

的年金を別にすれば，どのようなものであれ，

国家年金には反対であった。これら院外救済反

対や国家年金反対の立場は， cosが被救済者に

自己責任を求め，自助の精神を促進することを

基本としていたからである。

このように，救貧法のもとでの一般混合型

ワークハウスは，劣等処遇により，収容者の更

正を促すような施設ではなかったし，救貧法内

における救済の重複および救貧法と私的慈善の

救済の重複という問題を抱えていた。他方，

cosでは貧困の問題を個人的問題と捉える点

で，社会的視点が軽視されていた。従って，産

業構造の変化により，工場の閉鎖といった，必

ずしも個々人に責任を負わせることのできない

問題を解決する上で，両者は時代の要請に応え

るものではなかった。以上のことに対して，マー

シャルはいかなる診断をくだしたのか。次節で

考察する。

3.マーシャルの現状認識と批判

当時の状況のなかでマーシャルが注目したの

は，「現行の救貧法運営の傾向に対する不満が急

速に増大していて，何らかの変化を求める熱い

要望が存在する J20）という事実だ、った。実際，当

時行われていた具体的な救済策を見てみると以

下のようなものがあった。ワークハウスにおけ

る院内救済（新救貧法下の救貧委員会による

ワークハウス内での救済。ワークハウス・テス

トを行う。）および院外救済（自宅で生活してい

る人への支給。それを行うのは救貧委員会であ

る。）やcosの他に友愛組合（Friendly Soci-

ety），種々の慈善組織による救済である判。マー

シャルの上述の注目は，救貧法以外にこれら

種々の救済活動が新たに展開してきた現実に裏

打ちされていた。

cosの主要なメンバーである B.ボザンケッ

ト22）をマーシャルと比較すると，両者ともに自

助の精神が重要で、あるという認識では一致して

いる。だが，貧困観，とりわけその原因とその

救済制度に関しては異なる見解をもっていた。

結論を先取りすると，両者の自助の精神を求め

る論拠は異なっており，第2節で述べたように
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cosは貧困を個人の問題と捉えており，自立を

促すための自助の精神を養う上でも貧困を主に

個々人の責任に帰したが，後に述べるように

マーシャルは貧困の原因として個人的要因だけ

ではなく社会的要因をも重視していた。

B.ボザンケットは現状が1834年に新救貧法が

制定された状態と変わらないと捉えていた

がm，マーシャルはこの考え方に賛同せず，現行

の救貧法はそもそも時代にそぐわなくなってい

ると理解していた。社会的事情が変化したにも

かかわらず，現行の救貧法は， 1834年の中央集

権化，被救済者に対する厳格な扱い，劣等処遇，

院外救済禁止等の新救貧法の原理を基本的に受

け継いで、おり，それをもとにした救貧法運営が

行われていたからである。しかも救貧法改革を

議論する人々の間でも，多くの人はこの原理は

自明であると捉えていた24）。マーシャルがこの

原理に同意しなかったのは，マーシャルが時代

の変化を読み取っていたからだと思われるが，

「1834年の問題が被救’随窮民（pauperism）の問

題である一方， 1893年の問題は，貧困（poverty)

の問題であるということです」25）というマー

シャルの言葉は彼の変化に対する洞察を端的に

示していよう。 19世紀初頭と19世紀末では状況

が異なるのであり，従って，現代に合致する救

済策を行わなければならないとの認識である。

ここにはマーシャルの貧困観が表れている。つ

まり，貧困自体の性質が変化したのであり，従っ

て貧困を絶えず変容する社会の変動と絡めて捉

えるべきだということである。

さて，マーシャルはどのように被救’随窮民か

ら貧困問へと問題の性質が変化していると判断

したのか。それは，マーシャルによる労働者階

級についての観察とその分類に答えがあるよう

に思われる。その分類は『原理』によると次の

ようになる。熟練労働者，不熟練労働者，およ

び、残津階級（Residuum）である。残津階級とは，

「友情の機会を持つことがほとんどなく，人間

の品位や平穏な生活を知ることもないし，家族

生活の結びつきさえほとんど失われ，宗教もし

ばしば彼らに手を伸ばすことに失敗する」27)

人々である。そして，「熟練労働者の一大部分は，

『下層階級』という言葉が最初に用いられた意

味での，そのような階級にすでに属さず」，さら

に「わずか一世紀前に上流階級の多くのものが

送っていた生活に比べて，より洗練された高尚

な生活を送っているものが，彼らの聞にも見ら

れるようになっている」28）のである。残りの熟練

階級と不熟練階級は下層階級に属する。従って，

労働者階級といっても，このように社会の連続

的な変動の中で分化・多様化しており，新救貧法

が制定されたときは，労働者階級全体が下層階

級という状態にあったのとは異なる。それゆえ，

マーシャルは救済を必要としている人をすべて

同一の被救岨窮民として取り扱うことに同意し

なかった。マーシャルは，救貧法上は認められ

ていない院外救済を，合法化することによって

実施される院外救済の必要性を痛感し，主張し

Tこむ

B.ボザンケットのみならず世論もこの院外救

済に反対し，一般に廃止論が強かった。その理

由は，旧救貧法時代のあいまいな運営によって，

すべての貧困者に放縦な院外救済を与えること

は人を堕落させるという意味で非常に有害で

あったという歴史があるからであり，また放縦

になればその過去の歴史のように最悪の結果に

つながりかねないからである。つまり，院外救

済が自助の精神を喪失させると解されたからで

あり，さらに賃金を引き下げるとみなされたか

らである 29）。

しかし，マーシャルは申請者に対する調査に

おいて，将来に備えていたかどうかについて調
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査するという条件を加えることで，院外救済が

濫用されることなく活用することが可能と考え

ていた。マーシャルは院外救済が必ず、しも賃金

を低下させないと主張する。 19世紀初期は賃金

基金説が有力な学説であった。マーシャルによ

れば，労働は資本と協働するのであるが，その

当時労働の資本に対する依存度が増大してお

り，それに加えて資本が稀少であったため労働

の稼得である賃金は資本に規制され，一定の賃

金基金が存在すると想定された。すなわち，資

本から見た労働に対する需要面に重点が置かれ

た。さらに，労働者階級の賃金は，生活を維持

するぎりぎりの水準に過ぎないとみなされ，賃

金の上昇は即人口の増加に結び付けられた30）。

この旧派の経済学的思考により，過去において

労働者に院外救済という形態で補助金を与える

ことは，労働者の数を増加させ，また資本を減

少させるので，結果として将来世代の賃金を減

少させると考えられた31）。従って，労働者全体の

地位改善に決してつながらないというのであ

る。しかしマーシャルは，労働の能率や職業の

選択といった供給側面も需要側面と等分に考慮

する必要があると主張し，賃金は労働に対する

需要と供給で決まると論じる3九さらに，マー

シャルは，賃金を連続的な運動の中で捉える。

だからこそ次世代の稼得力を増加させるよう

に，つまり，それが公衆衛生を含めて健全な子

供を養育するために使われる場合，賃金を減少

させないと言う。加えて，それが人々の状態を

向上させるように，つまり，教育的に使用され

る場合，人々の稼得力を上昇させるという。マー

シャルは，これら連続的な作用を通じて，労働

者自身の質の向上ないし労働能率の上昇を確認

しているのである。マーシャルは，漸次的な労

働能力の上昇運動によって賃金基金説を脱却し

ている。実質賃金は労働能率の上昇によって増

加すると強調する。むしろ，固定された賃金基

金といったものはなく，過去の労働者に比べて

現在の労働者が彼の言う「生活基準」（standard

of life）を身に付ける方向に進んでおり，従っ

て，院外救済も運営方法次第では，マーシャル

の進歩像に合致するのである33）。

また，マーシャルは次のように言う。「……一

般に生計を稼得するためにわれわれが従事する

実務は，われわれの心的状態が最善である時間

の大半にわたってわれわれの思考を満たしてお

り，従って，われわれの性格を形成するのは，

そのような時間に仕事においてわれわれが能力

を発揮する仕方であり，仕事が示唆する思想、と

感情であり，仕事におけるわれわれの同僚，雇

主および被傭者との間の関係である……。」刊

マーシャルは所得の大きさも当然影響するが，

仕事が人に影響を及ぼす作用を重視する。すな

わち，ワークハウスにおける強制的な労働から

は，マーシャルが進歩の源泉とみなす「活力j

(vigour）町を収容者自らがヲ！き出すことがで

きない。他方，院外救済のもとでは，自ら選択

した生活・仕事環境のもとに他者と切瑳琢磨し，

さらに自分自身との戦いにおいて自己を高める

ことが可能になる 36）。

次に救貧法運営の制度に対するマーシャルの

不満を見ていく。当然のことながら，上述のよ

うにcosとマーシャルは現状認識に関する相

違があるので，救貧法に対しても異なる見解を

示すことになる。ここでは救貧法運営に内在す

る諸結果に対するマーシャルの不満に注目す

る37）。

第一は，一般に公的救済は非弾力的にならざ

るをえないことである。上述したように，公的

救済は新救貧法の原理を受け継いでいるため，

厳格な扱いや劣等処遇が法律のうちに定められ

ていた。この法律にもとづいて救貧委員会は救



アルブレッド・マージヤノレの救貧法改革論 -7-

済を行うから，少ない選択肢の中で画一的な救

済しか行うことができなかった。例えばマー

シャルは，「ある人が年金または友愛組合から年

金をもらっている場合Jを取り上げ，救貧委員

会は厳格な扱いと劣等処遇によりその年金額を

差しヲ｜いた金額しかその人に援助できないよう

に法律で決められていると指摘する。マーシャ

ルの見解では，年金のために組合掛け金を納付

することは，「悪名高き不徳な行為がないことと

結合した節約jなのであり，従って，友愛組合

に組合掛け金を支払ってきたことも節約に含ま

れる。しかし，現行の救貧法はこうした節約を

考慮、しない。マーシャルが望むことは，「指標が

規定されるとき，節約の定義が単なる数字で表

した命題ではなく，分別のある人々の判断に任

せた命題であるべきだということJ38）である。つ

まり，救貧法運営に関して，救済官（relieving

officer）は，節約を行った者とそうでない者に

対して画一的な法律で対処するのではなく，申

請者それぞれの状況に応じた弾力的な救済を行

う必要がある。そうした救済を行うために，救

済官の数を倍にすることも今はさほど大きな負

担でもなく，また救済官の質も向上していると

いう認識をマーシャルは示している39）。ただし，

マーシャルは公的資金が与えられる場合，慈善

による給付金よりもはるかに一層厳格な規則を

もって与えられることには賛成している州。

第二は，公的救済の受給に伴う不名誉である。

特に，公的救済は自分の納めた「地方税jから

救済されるにもかかわらず，全く自分に負うと

ころのない私的救済よりも不名誉を伴うと見ら

れていたのである。これに対してマーシャルは

自ら想定する不名誉を伴う強度を提示してい

る。それによれば，組合からの年金，親類・友

人・以前の雇用主からの援助，院外救済，自分

と何のかかわりもない人から私的救済を余儀な

くされる状況になることの順で不名誉の強度は

大きくなる。マーシャルによれば，公的救済に

不名誉を伴う「原因の多くは，有害な古い伝統

がもたらす不必要な結果であり，残りの原因の

多くは，配慮と私的機関とのより充実した協同

とによって取り除くことができる。J41）現状は変

わりつつあるがやはり院外救済を受ける際，自

分が納めた「地方税Jから救済を受けるので不

名誉と考える必要はないにもかかわらず不名誉

と考えるし，一般的にそう見なされる42）。しか

し，むしろ他人からの私的慈善を受けることの

ほうが不名誉であり，ここにマーシャルは人々

の意識改革の必要性を主張する。この意識改革

は救済者および被救済者の両方に必要である。

これに関連して，マーシャルは富裕者が貧困者

を救うのは義務としている一方，他方で貧困者

に対しても納税の義務を主張する。マーシャル

は，貧困者に課税しないことは政治的危機を導

くと言うが，これはすべての国民が国家に貢献

すべきだということにほかならず，逆に貧困者

は納税の義務を果たすことで国家の保護が得ら

れるのである制。これは，貧困問題を捉える上

で，マーシャルが個々人の問題としてだけでは

なく，国家的社会的問題として，その対策に国

家が取り組むべき問題という視角をもっていた

ことを明示している。

第三は，労働者階級の意見が反映されていな

いことである44）。マーシャルによると，労働者階

級の最善の指導者たち（例えば，労働組合の指

導者）は信頼にたるほどに成長している。彼ら

は「進んで貧困救済の道理に耳を傾けようとす

るし，無思慮に曾J惰なものや放蕩者に救済を与

えることに大いに不安を抱いている。」45）しか

し，彼らの追随者，すなわち，通常の労働者は

そうではない。だから，そうなるよう指導しな

ければならない。なぜならば，マーシャルは「彼
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らにまず貧困救済制度が不必要に厳しくも，不

名誉でも，恩着せがましくもないことを確信さ

せないならば，その主題［救貧法一一筆者］に

ついて論じるとき，彼らが過度な放縦さの危険

を第一に考えることを期待できないJ46）からで

ある。またマーシャルによると，労働者階級は，

自らの非行がなしできる限り災難に備えてい

たならば，自分たちが納めた救貧税（poor

-rates）から救済を受けとってよく，国家にその

資金がある限り私的慈善活動に救済を申し込む

よう強いられるべきではないと主張している。

マーシャルはこの労働者階級の主張が正しいか

どうかはわからないが，少なくともこの主張を

吟味する必要があると言う。マーシャルは救貧

法を運営する側の論理や都合のみが反映されて

いることを灰めかしている。公的書類からこの

労働者階級の主張の当否はわからないし，公的

救済の議会調査の失敗の一因も労働者階級の見

解を除外していることに求めている47）。

一つにはマーシャルが救済者と救済を受ける

者の聞に以前にはなかった距離ができたことを

考慮したからである。二つ目は，以前に比べて

信頼に足る労働者が存在するようになり，マー

シャルは彼らの意見を取り入れることが貧困救

済に有益かつ必要であると判断したからであ

る48）。従って，マーシャルは救済する側はもちろ

んのこと，救済される側の意見を取り入れるべ

きであると論じる。とりわげ，マーシャルは救

済を受ける立場からどのような救済が必要であ

り，効果的であるのかを知っている労働者の意

見を取り入れることを主張する。

4.マーシャルの提案と具体策

マーシャルの現状認識から改革の方向性は示

唆されている。 cosを含め一般的な現状認識に

誤りがあり，問題は「貧困Jが現存すること，

そして院外救済が有益な救済手段になりえるこ

とである。また，救貧法の運営は弾力的な救済

を可能にするような組織化が必要であり，その

組織化は，救済側と被救済側，両者の理解を獲

得するような形で行われなければならないとい

うことであった。

これらの改革の方向性の具体化は，救貧委員

会とcosの協同による組織化によって達成さ

れる，とマーシャルは言う 49）。救貧委員会とcos

にはそれぞれ長所と短所があるが，互いに協同

することで相互補完的な発展の可能性を認める

からである問。マーシャル自身，公私救済活動が

協同することに関してオクタビア・ヒル51）から

影響されたと述べている。第2節で述べたよう

に，救貧委員会は資力はあるが，支援手段にお

いて非弾力的であるという短所がある。他方

cosは，例えば申請者の仕事道具を質から取り

出すことや申請者の代わりに地代を支払うと

いった救貧法では対応できないような様々な支

援手段が可能であり，必要に応じて救済方法を

調整することができるほどに弾力的であるo

cosは救貧委員会と異なり法律に縛られてい

ないためであるが，しかし，少数独裁的であっ

たり，公平を期すことができないこともあるし，

また請け負っている仕事に対してしばしば資力

不足であるという短所を持っている。マーシャ

ルは，この両者の協同によって，救貧委員会が

cosから情報と助言を受け， cosは半ば公的な

組織体となり，資力と権威に関して政府から明

確な権限を得ることを提唱している問。財源は，

救貧委員会の場合は国家と地方の両方が負担

し， cosの場合は慈善者の寄付金である問。

では，具体的にはどのように両者が協同すべ

きか。まず， cosを半ば公式の組織体とする。

cosが半ば公式の組織体になるということは，
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cosが一定の公的権限と責任，すなわち地方の

慈善活動についての情報を集める権限，すべて

の適切な慈善団体に対する一定の監督権限，公

的慈善施設の運営に関する発言権をもつことを

意味する 54）。もちろん， cosは「国家が持ちうる

最も重要な機能の一つを引き受け」るのであり，

cos自体が適切かどうかは地方自治庁等に

よって確かめられなければならない。そして，

両者の委員の任命についても提案する。 cosに

一定数の救貧委員会の委員の任命権を与え，他

方で救貧委員会ないしはその他の公的権力に友

愛組合の経験を持った労働者の中から一定数の

cos委員を任命する権限を与える問。それから，

cosがそれぞれ救済を申し込む申請者の状況

を調査して判断し，その判断を救貧委員会に提

言する。調査内容は，申請者の本人確認と現状

と過去の行為について，つまりその申請者が救

済を与えられるにふさわしいかどうかであり，

例えば節約を試みているか，犯罪を犯したこと

がないか，飲酒の問題はないか等である。そし

てその調査をもとに， cosがそれぞれの申請者

を分類し，救貧委員会に提言するのである問。

その分類に従うと，貧困者はA, B, Cの3

つの階級に分類される5九 A及びC階級は救貧

委員会が世話をすることになり， A階級には院

外救済を施し， C階級はワークハウスで対応す

る。 B階級はcosが世話をする。 A階級は調査

内容において問題なく，通常想定されていない

不運に見舞われたまさに保護が必要な人々であ

る。従って，現行の救貧法では院外救済が与え

られる場合，節約心の有無等を考慮せずに誰に

対しても小額の不十分な院外救済しか与えられ

ていないが， A階級の人々に対して十分な院外

救済を与えることができる。 B階級は， A階級

に入れると悪しき先例を作ってしまう可能性の

ある人々である。例えば，調査内容において全

く問題がないというわけではないが，そうかと

いってC階級には入らないといった判断に迷う

人々である。 C階級は，怠惰な人々であり，ワー

クハウスにおいて厳格かつ教育的な処遇を伴う

救済を与える必要がある人々である。これらの

救済は，どれも基本的には一時的救済であり，

永続的なものではない。そしてもちろん，救貧

委員会はその判断に従うかどうかの決定に関す

る権限をもっ58）。このように，マーシャルの提案

においては，救貧委員会とcosは組織化と相互

の協力関係が明確になり，救済制度全体が一貫

したものになる。また， cosは上述した「救済

を受ける価値のある人Jに対する一時的救済だ

けではなく，より長期的な救済も可能になる。

なぜならば，救貧委員会との協同により， cos
が申請者の調査および分類の判断を行うからで

ある。これによって， cosが直接公的資金を扱

うことはなくても， cosの判断が公的資金の使

途に重大な影響を与えるので，以前のcosでは

救済対象にできなかった申請者に対しても，救

済の道を開くことができる。

そうだとすれば，マーシャルはこの提案にお

いて，上述した年金との関連で65歳以上の老齢

貧困者をどのように取り扱ったのか。マーシャ

ルはA階級に属するこれら老齢貧困者に対して

は，一時的ではない賃金補助という形の年金を

認めている。しかしながら，マーシャルの提言

には，年金の対象をA階級に限定していること

からも明らかなように，ブースのように65歳以

上のすべての老齢者を対象にするといった普遍

性はない。また，マーシャルはこれら老齢貧困

者が労働可能であるのに年金によって働くこと

をやめてしまうような年金のあり方には反対し

ている59)0 あくまで，自立を促すような制度を提

案するのである。この点を軽視して，マーシャ

ルの見解を単にブースの年金計画とそれに反対
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のcosを妥協させてブースを援護していると

みなすことはできない。

そのことはまた，マーシャルの国家と社会に

関する洞察にも関係していた。例えば，マーシャ

ルは，「一般的能力は幼少期および青年期の環境

に大きく依存する」叫と述べ，すべての子供に対

して教育が施されるべきだと主張する。という

のも，マーシャルは彼らが十分な教育を受げら

れず才能を無駄にすることは，結局国富の発達

にとって損失とみなすからである。さらに，マー

シャルは子供に限らず，すべての個々人が自分

の能力を可能な限り発揮できる社会を構想して

いるのであり，そうならなければ国家的損失と

なるからである。従って，機会の平等および個々

の能力を発揮できる環境を整えることは，国家

の義務であり，貧困救済を個人の自己責任とし

て切り捨てるのではなく，社会的問題として対

処する必要がある。こうしてその環境を整える

ことは，マーシャルが構想、した社会の実現に寄

与し，財政負担を軽減するのはもちろんのこと，

国民・国家経済の発展の展望も見えてくる。しか

しながら，そのためには救済する側と救済を受

ける側の両者の救済について相互理解が不可欠

の条件となる6九この条件を満たす可能性は，

マーシャルの次のような現状認識に支えられて

いた。すなわち，救済する側は前述したように

救済官の質の向上， cosという慈善団体の活動

がある。他方救済を受ける側についても，救済

を受ける可能性のある労働者階級の中に労働者

階級を指導する先見の明のある人によって

適正な救済のあり方が認知されてきている。

そもそもマーシャルは，「公的年金と公的救済

の聞の関係に関する議論は，大いに言葉の問題

です。 A階級に分類された人々が公的救済では

なく，公的補助金（publicsubsidy）を受け取る

と言ってよいかどうかはかなり検討の余地があ

るJ62）と言う。そのため，マーシャルにとっては

単なる言葉の差異よりも，「貧困者である立場か

ら人を引き上げるというJ63）救済の主要な目的

が重要なのであった。だからマーシャルは言う。

「この貧困を巡る一切の問題は人が上に向かつ

て進歩するときの単なる通過点で生じる害悪だ

と考えます。だから，私は貧困自体の原因がし

ぼむにつれて，制度をしぼませるように作用す

る原因をその制度自体の中に含んでいないどん

な制度が始まるのも当然好みません。」刊すなわ

ち，マーシャルは貧困自体が今現在ではなくと

も長期的には消滅することを強く望んでおり，

少なくともそれに近づくような救済の制度設計

を展望しているのである。マーシャルは貧困を

なくすインセンティプを求めているのであり，

そのインセンティブとして品行および特に節約

を念頭においている。そして，これらを行えば

十分な院外救済が与えられるようにすること

で，特に節約をしようという意欲ないしインセ

ンティブをもつように仕向けるのである。その

ために救済制度は，たとえ老齢貧困者の場合で

もその申請者の節約心の有無を考慮することに

よって，その申請者の自立を促進するように設

計される必要がある。

要するに，マーシャルの計画に従うと，救貧

委員会はcosと有機的な関係のもとで形成し

行動することで，申請者の主体的なあり方に応

じてワークハウスの内外でより弾力的な救済を

行うことができ，同時にcosの調査は徹底的に

行われるため，個々人の事情に合致した救済を

提案できる。さらに，マーシャルは貧困を社会

的問題として対処する必要から，貧困の原因の

みならず，救済自体を不必要にするような救済

制度を提示しようと努めた。

そのときマーシャルが貧困を取り除く推進力

の根本要因と重視したものが，慈善者の同感的
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想像力（sympatheticimagination）である。マー

シャルが言う同感とは，「我々自身に対する他人

の不幸の想像上の移転（imaginary transfer-

ence）と密接に結合したこと」附という意味で使

用されている。マーシャルは救貧委員会の行動

規範のー側面として規則はもちろん必要である

が，この想像力を救済活動を行う上での根本的

なてこにするように主張する。この同感的想像

力とはいわば，道徳的徳目であり誰もが持つべ

き資質ではあるが，マーシャルは慈善者こそこ

の想像力を発揮すべき主要な主体とみなす問。

同時にこの想像力から発した救済を受ける側

も，救済の目的に適合した救済が行われること

に理解を示し，これに協力しなければならな

し）67）。そうでなければ，救済は過去のように有害

なものになる可能性もあるし，救済する側・さ

れる側双方にとって益するものとはならない。

引いては，国家的損失につながるだろう。従っ

て，マーシャルはcosが調査及び、報告をするこ

とを主張する。そのため，不安定な組織体であ

るcosをより社会化された組織体に変え安定

した組織体に変える必要があり，また世間一般

での認知度を上げる必要もある。こうして，

cosの「仕事のきわめて重要な部分とは，よい

解決策を助成するとき，性格を強くするとき，

新しい生活の始まりや将来に対する新しい希望

を提案するとき，すべての精神的または肉体的

苦痛の種類を緩和するときに個々人の思いやり

かつ同感の及ぽす影響から成っている」のであ

り，「物的救済は幸福をもたらさない，つまり，

それは苦痛の除去に必要な条件のひとつに過ぎ

ないJ68）とマーシャルは論じる。

5.結び

マーシャルによれば，現実の問題を扱うとき

には，程度の差はあれ倫理的要素と経済的要素

の結合が必要であり，貧困救済の問題について

も当然このことが当てはまる6九ここでいう倫

理的要素とは，同感的想像力であり，経済的要

素とは，貧困の存在という経済的事実とそれを

長期的に解消する国民経済の発達の論理であ

る。マーシャルは，この倫理的要素と経済的要

素を結合させて，すなわち，国民経済の発達を

導く論理という枠組みの中で，この論理に沿っ

て，貧困を消滅させる原動力として同感的想像

力を位置づけたのである。マーシャルは，貧困

者に対して救済を行うことは国家の責任だと主

張する。マーシャルは言う。「人は粗悪な住居に

住むことを認められるべきではなく，極貧は，

決して犯罪としてではなく，国家にとって非常

に有害であり，それは我慢されるべきではない

事柄と考えられるべきであり，自分の過失を通

してであろうがなかろうが，事実上国家の福祉

に貢献してきた一家を維持することが出来な

かった誰もが，つまり，その人が国家の権威の

下，新しい生活形態に移行すべきです」川と。し

かしながら，マーシャルは『原理』でも述べて

いるように，一般的に国家による事業運営は私

的組織体と比べて非効率であると認識してお

り，また，救済は同感的想像力をてこにしなけ

ればならないと主張した。だ、からこそ救貧委員

会とcosは協同する必要がある。繰り返すが，

ここでの協同は単にcosとブースを妥協させ

てブース案を救援することを意味するのではな

く，マーシャルの思想から出てくる論理的帰結

であった。

マーシャルは上の引用に続けて，「我々は，今
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それをすることはできません。それをすること

は不可能です。倫理的な力が存在しません。J71)

と述べている。当然のことながら，マーシャル

が理想、とするような同感的想像力を誰もが持っ

ているわけではないので，無軌道に国民の福祉

を向上させることはできないのであり，怠惰な

者等にまで完全に国家が手を差し伸べて安楽な

生活をさせることはできない。従って，貧困救

済を社会的問題と捉えつつも，救済を受ける側，

すなわち労働者自身の質的転換を促す制度でな

ければならないし，他方で救済する側，すなわ

ち主に救済金を負担する中流階級以上の人々も

納得する制度でなければならない。この労働者

における質的転換とは先見の明，節約，公の精

神であり，これらは間接的には社会全体にとっ

て有益なのである。マーシャルの社会的救済に

よる解決は，労働者がこれら質的転換を行って

最終的に「貧困」を撲滅することを目的とする。

だから，例えば労働者階級の中の有能なものは，

すでにそれらの資質を身につけており，貧困救

済の運営に積極的に参加しなければならないの

である。

こうしたことからマーシャルの救済に関する

提案は，被救済者に対しては節約といった道徳

的な要素を重視することで峻別された救済策を

提案して個人に向上心を育成し，他方救済者に

対しては救済に対する理解と義務を求めること

で救済制度を支える，従って，両者の協同を基

礎とする社会の連帯均した姿を想起させるもの

であった。そのときに，マーシャルは人と人と

の間の距離のために，人のつながりを形成する

上でcosのような中間的な組織体を介在させ

たのである。マーシャルは言う。「イングランド

が誇ってもよい事柄はその富ではなく，労働組

合，友愛組合，協同組合，及びcosであると考

えます。」73）そして，その連帯のあり方として，倫

理的動機を救済のてこと考える一方で，それが

経済的事実および論理と合致するように示唆す

るところに，マーシャルの救貧法改革論の特質

を見ることができる 74）。

7王

1) P.グロネウェーゲンによると，マーシャルは特にケ

ンブリッジの教授職在任中に政府調査に多く関係し

ており，その活動は三つの形態に分類することができ

る。一つは「後からの反対尋問に備えて準備した覚書」

（例；通貨委員会）であり，一つは「委員会の委員に

よるか政府関係者による質問に答えるために書いた

覚書J（例；課税に関する覚書）であり，一つは1891年

から1894年の聞に彼が務めた労働委員会におげる王

立委員としての仕事である。さらにこれらとは別に王

立委員会の委員に彼の教え子がいる場合，その教え子

に助言を与えることで間接的に資料を提供している。

[Groenewegen (1995), p.343.] 

2) Marshall (1890），永津越郎訳『経済学原理』 I-IV, 

岩波ブックサービスセンター， 1985，ただし，訳文に

は必ずしも従っていない。

3）マーシヤノレは，すでに初期論文「労働階級の将来j

[Marshall (1873) Jで労働者について論じている。同

論文におけるマーシャルの関心は，労働者自体の問題

として彼らの改善に限界が存在するのか，それと彼ら

を紳士へと導くのに物理的に十分な資源が世界に存

在するのかという二つの問題を考察することであっ

た。ここで述べられている労働者に対するマーシャル

の精神は，本稿で取り上げるマーシャルの主張と一致

するものである。しかしながら，マーシャルの問題意

識は労働者の進歩に対する将来的な可能性について

考察することであり，その視点は非常に楽観的で，多

分にマーシャルの理想、が現れているように思う。

『原理』においても，マーシャルの労働者に対する精

神は変わらない。しかし，マーシャルの問題意識は，

より経済学的な枠組みの中で労働者の問題を取り扱

うことに向けられている。さらにこの枠組みを広げ

て，「社会生活における実際的な行動のための指針を

獲得する」べく，「人間の社会的生活に関する研究jを

主張する。［Marshall(1890), pp.1-5, pp.40-43. 邦

訳， I, pp.1 6, pp.53-58］を参照のこと。

上記二つの論文および著書は，直接的に救貧法を問

題にはしていない。しかしながら，マーシャルが初期

の段階から労働者階級に強い関心を抱いていたこと



アルブレッド・マーシャルの救貧法改革論 -13-

をあらわす証左であろう。マーシャルの労働者問題に

関する先行研究として西岡幹雄（1997）がある。西岡

は，マーシャルの労働者問題を人間投資論という観点

からマーシャルの想定する経済発展の仕方を考察し

ている。また，グロネウェーゲンが指摘するように，

マーシャルは，救貧法問題についてすでに論じている

[Marshall (1879), pp.32-35］。ここでのマーシャル

の主張は，本稿で指摘するかれの提案ほどには洗練さ

れてはいないが，かれの大まかな概論を示している。

特に一貫したマーシャルの主張は，院外救済の有益さ

を訴えるものである。これらの著作を通じて，マー

シャルの労働者問題に関する意識の変遷という大き

な問題に遭遇するが，これらの関係を明確にするのは

筆者の今後の課題である。

4 ) Marshall (1892b), pp.186-191. 

5) Marshall (1892c), pp.371-379. 

6) Marshall (1893). 

7 ) Groenewegen (1995), p. 353. 

8 ) Marshall (1892a), pp.60-63. 

9 ) Groenewegen (1995), p.356. 

10）ただし，マーシャルが『エコノミック・ジャーナル』

誌に寄稿した後者の論文について，グロネウェーゲン

は，マーシャルの救済活動に関する経験不足を指摘す

るB.ボザンケットへの反論に重点、を置いている。

これらの流れを踏まえて，グロネウェーゲンは老齢

貧民委員会でのマーシャルについて次のように述べ

ている。マーシャルはこの委員会の議論に関して詳細

まで知らないこともあったが，経済学の土俵に問題を

持ち込むことでそれらの議論に関して答えることが

できたということである。そして，この委員会自体は，

老齢年金が1908年まで導入されなかったことからも

肯定的な結果は出なかったし，マーシャルはその後の

諸委員会に参加していない。しかしながら，この委員

会は二つの点でマーシャルにとって重要との見解が

示されている。一つは，多くの救貧法問題に関して，

マーシヤノレの弟子である A.C.ピグーによってマー

シャル流の分析が精般化されたことであり，二つ目

は，マーシャルが1907年に出した論文「経済騎士道の

社会的可能性」において強調したように，所得再分配

は望まししそれを行う国家の能力が増大したという

考えが幾人かの救貧法委員を引きつけたということ

である。これがグロネウェーゲンによる評価である。

本稿では妥協的解決に焦点を当てるため，このグロネ

ウェーゲンによる学史的位置付けに関する検討につ

いては稿を改める。［Groenewegen (1995), pp. 

358-360.] 

11）この「老齢貧民に関する王立委員会jにおけるマー

シャルの予備的覚書および証言については， Marshall

(1893）を利用した。予備的覚書に言及する際は，その

頁を記し，その証言に言及するときは，その証言番号

を記すことにする。 Marshall(1893), 10,188.以下同

様。

12）本節は，主に高野史郎（1985）を参照させていただ

いたO cf.渡会勝義（1999),pp.43-60. 

13）高野史郎（1985),p.56を参照のこと。

14）高野史郎（1985),p.51. 

15）大沢真理（1986),p.118. 

16）ただし，クラウザーは，歴史的観点から，ワークハ

ウスが社会サービスの芽生えとしての重要性をもつ

ことを指摘している。というのも，ワークハウスは歴

史的には現存する様々な制度の原型であり，福祉国家

への継続性を見ているからである［Crowther ( 1983) , 

pp.269-272］。また， Harris(1999), pp.46-48も，現代

の福祉国家から見た1870-1940年代の社会改革の連続

性を主張する。当時の労働者の態度に関しては，

Thane (1999), pp.86-112を参照のこと。

17）高野史郎（1985),p.132. 

18）高野はこの理由を，「慈善組織が停滞し，資源が欠乏

しているという状況のもとで， cosが現実的判断とし

てこの決定を採用せざるを得ない状況の下におかれ

ていたJと推測している。［高野史郎（1985),p.179.] 

19）救貧委員会によっては，小額の扶助（dole）で済み，

容易な救済手段であったため院外救済を行っていた

［高野史郎（1985),p.88］。

20) Marshall (1892c), p.371. 

21）乱farshall(1893), p.199. 

22) Bosanquet, B. (1892), pp.369-371. McBriar 

(1987), pp.68-69も参照のこと。

23) Bosanquet, B. (1892), p.369. 

24）その当時の一般的見解としてマーシャルが挙げて

いることは， 65歳以上の老齢貧困者に対しては，年金，

すなわち公的救済を与え， 65歳未満の貧困者に対して

はワークハウスによる厳格な救済を行うというもの

だった。しかし，マーシャルは年金と救貧法の両制度

を一貫して組織化された制度として受け取らなかっ

た。マーシャノレはこのことを「新しいあて布を古い衣

服にするjようになっており，結局「あて布で作られ

たはなはだ高価な衣服になる」と表現した。つまり，

救貧法の運営は組織化されておらず，制度のつぎはぎ

になっていて非効率を生んで、いると考えたのである。
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従って，マーシャルは公的救済一般の組織化の必要性

を強く感じたのである［Marshall (1892c), pp. 

371-372］。

25) Marshall (1893), 10,358. 

26）当時の労働者の状況に関しては， Burnett, J. 

(1994), pp.145-198を参照のこと。

27) Marshall (1890), p.2. 邦訳， I, p.3. 

28) Marshall (1890), p.3. 邦訳， I, p.5. 

29) Bosanquet, B. (1892), p.371, Marshall (1893), pp. 

200-201および10,272.

30) Marshall (1890), pp.822-829. 邦訳， IV,pp. 

318-332. 

31) Marshall (1893), 10,272. 

32) Marshall (1890), pp. 504-545. 邦訳， IV,pp.2 61. 

33）「老齢貧民に関する王立委員会jでのマーシャルの

発言の意図を，「救貧法関係の文献を支配している労

働と賃金に関する旧世代の経済学の考え方を覆し，新

世代の経済思想を浸透させること，救貧法から社会福

祉への思、想的転換に理論的基礎を与えることであっ

た」と西沢保 (2000), p.75は論じている。

34) Marshall (1890), pp.1-2. 邦訳， I, p.2. 

35) Marshall (1890), p.194. 邦訳， II,p.86を参照の

こと。

36）このことは，『原理』の第2編第2章で扱っている活

動と欲望の関連において，マーシャノレが最も高次な欲

求としてあげている「優越性への欲求J(desire for 

excellence）を求めるうえでも必要と思われないだろ

うか。「優越性への欲求Jに関しては，近藤真司（1990),

pp.100 101を参照のこと。

37) cosの救貧法批判については， Bosanquet, B. 

(1892), pp.370-371を参照のこと。また，この批判に対

するマーシャルの反応およびマーシャルとcosの関

係については， Groenewegen(1995), pp.356-358を参

照のこと。

38) Marshall (1893), 10,227. 

39) Marshall (1892c), p.373, Marshall (1893), 10,330. 

40) Marshall (1893), 10,227. 

41) Marshall (1892c), p.373. 

42）当時貧困であっても自立した生活を送ることが社

会的規範として存在していた。これを満たさないもの

は，社会的に尊敬に値しないものということを意味し

た。詳しくは，安保則夫（1987),pp.46 47を参照のこ

と。 cf.Crowther (1983), pp.269-271. 

43) Marshall (1893), 10,387. 

44）マーシャルの貧困者と労働者の区別に関しては，

Marshall (1893), 10,378～10,380を参照のこと。マー

シャルは理論において貧困者と労働者階級の区別を

主張するが，実際には両者を混同していることが頻繁

にあるとハリスは指摘する。［Harris(1999), p.110.] 

45) Marshall (1892c), p. 375. 

46) Marshall (1892c), p. 375. 

4 7) Marshall (1892c), p. 37 4, Marshall (1893), 

10,430～10,436. 

48) Marshall (1892b), p.188, Marshall (1892c), p. 377, 

Marshall (1893), 10,363, 10,430～10,436. 

49) cf. Groenewegen (1995), p.357. 

50) Marshall (1892c), p.377. 

51) 0.ヒルの活動に関しては， Beach and Tiratsoo 

(2000), pp.525 527, McBriar (1987）を参照のこと。

また，マーシャノレの0.ヒルへの直接的な言及は， Mar-

shall (1879), p.35を参照のこと。

52) Marshall (1893), 10,205, 10,254. 

53) Marshall (1893), 10,327, 10,334. 

54) Marshall (1893), 10,246. 

55）マーシャノレは任命する委員の数については，全委員

の5分の lを加えることを提案している。［Marshall

(1893), 10,212, 10, 213.] 

56) Marshall (1893), 10,205. 

57) Marshall (1893), 10,206, 10,237～10,244. 

58) Marshall (1893), 10,309. 

59) Marshall (1893), 10,355～10,356. 

60) Marshall (1890), p.207. 邦訳， II,p.107. 

61）マーシャルは，人々が65歳になれば，年金によって

安楽に暮らせると想定することに同意しなかったよ

うに思う。

62) Marshall (1893), 10,399. 

63) Marshall (1893), 10,335. 

64) Marshall (1893), 10,356. 

65) Marshall (1892c), p. 37 4. 

66) Marshall (1893), 10,234. 

67) Marshall (1892c), p.375. 

68) Marshall (1892c), p.377. 

69) Marshall (1892b), p.186. 

70) Marshall (1893), 10,358. 

71) Marshall (1893), 10,358. 

72）ここで取り扱っているマーシャルの論文や証言は，

救貧法とcosに焦点があるが，友愛組合に関しては，

この組合の経験のある有能な労働者がcosの委員に

なることを望んでいる。また，マーシャルは様々な組

合が人々のために行う献身的な行為を非常に高く評
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価している。

73) Marshall (1893), 10,449. 

74）「自由の条件である秩序の安寧を，自由自体をあま

りに多く犠牲にすることなしに達成する方法を見出

すことは，文明のもっとも困難な問題の一つである。J
[Marshall (1890), p.197. 邦訳， II,pp. 91-92.］こ

の問題に対する答えとして，マーシヤノレは協同による

社会的連帯を考えていたと見ることができるように
ca > 
：芯つ。
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